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研究成果の概要（和文）： 
本研究においてはトランスナショナル教育(TNE)の世界的動向、発展のメカニズム、そして直

面する課題について、総合的な国際比較の観点から分析を行った。TNE とは、教育の成果を認

定する機関が所在する国とは異なる国で学習者が受ける教育プログラムである。その結果 TNE
は国家や提供機関によって、その展開への積極性、提供形態、質保証のシステムにおいて大き

な相違が見られることがわかった。結論として、日本の高等教育はこの分野において大きく出

遅れているが、そのことは、長期的な高等教育戦略の観点からみて、必ずしも高等教育の国際

競争における敗北や、システムの国際化の否定を意味するものではないことが明らかになった。 
 
研究成果の概要（英文）：The study analyzed the overall trend, development mechanism  
and the facing problems of transnational education (TNE) from a comparative and 
comprehensive perspective.  TNE refers in this study to the education programs in which 
learners are located in a country other than the one in which the awarding 
institution is based. The study has found that the propensity for, types of delivery of and 
quality assurance system of TNE differs much among countries and institutions, and 
depending on whether sending or hosting programs.  In conclusion, although Japanese 
higher education falls behind the other developed countries in this field, it dose not 
necessarily means the nation’s failure in academic competition or the denial of inter- 
nationalization of the system in terms of long term development strategy of education. 
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１．研究開始当初の背景 
近年の国境を越えて展開する高等教育プロ
グラムおよびその学位・資格・単位の授与を

めぐるトランスナショナルな展開について
は、従来の伝統的な留学概念からの根本的な
離脱をせまるようなパラダイム転換が起こ
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りつつある。そしてその急速に進展する新し
いトランスナショナルな学位・資格・単位プ
ログラムをめぐるビジネスは急速かつ確実
に拡大しており、国によっては伝統的留学に
よって得られる貿易収支に匹敵する規模に
成長しつつある。しかしこうした世界を動か
すほどの顕著な教育現象に対して、わが国の
高等教育およびその政策は完全にたち遅れ
ており、まともな統計もなく、そもそも理念
的・概念的な対応すらできていない。こうし
た状況において、世界的な動向を正確に把握
し、その潮流の背景や構造を国際的に分析す
る必要からこの研究を企画するに至った。 
 
２．研究の目的 
本研究は現実に起こりつつある状況に対し
て、トランスナショナルな教育の現状を把握
するとともに、その現実が伝統的な留学観や、
ひいては教育観に突きつけている意識変革
への挑戦について明らかにし、その変革を背
後で推し進めているメカニズムと論理、それ
に抵抗・留保しようとする理念・理論のラシ
ョナール、さらにそれらのもたらす効用と課
題、それらの衝突によって予測される混乱と
将来的な動向について国際比較的に分析し
ようとするものである。 
本研究は各国分担国・地域において、 

（１）どのような実態があるか（海外提供と
国内受入れ）、どのようなデータがあるか、
国家の教育・留学政策においてどのように位
置づけられているか、について概観を得ると
ともに、 
（２）より具体的にどのようなプログラムが
あるか、どのような実績（提供・受入れ・受
講）があるか、各プログラムの実施・委託・
請負において、①入学・受講資格要件、②授
業料その他コスト、③カリキュラム管理、④
教員資格・条件、⑤試験管理、⑥スクーリン
グの有無（通信課程・学外学位）、⑦海外課
程と本校課程の比率と移動要件（海外プログ
ラム）、⑧学生福利、⑨評価・審査システム、
などについて明らかにする。さらに 
（３）これらのプログラムや学位・資格・単
位の質の保証・水準の維持の側面について、
①法的立場（機関の場合）、②法的規定、③
プログラムの認証・認可システム、④その他
質の保証水準の維持にかかわるしくみがあ
るか、などについて検討する。そして 
 最後にこうしたトランスナショナル・エデ
ュケーションの展開が各国の教育・留学政策
に与えている影響、それによって生じている
問題、トランスナショナル・エデュケーショ
ンという概念そのものが、伝統的留学観・教
育観に突きつけている課題と挑戦、それを推
進している背景と諸要素、あるいはそれに抵
抗している背景と諸要素について分析を行
う。 

３．研究の方法 
（１）トランスナショナル・エデュケーショ
ンに関する基礎的調査 
 国際教育流動、留学、留学の３つのアクタ
ー、留学生、留学プログラム、学位授与大学、
履修機関、提携機関、学位、学位授与権、資
格、単位、単位互換、教育サービス貿易、ホ
スト機関、高等教育、グローバル化などの概
念について共通の基礎認識を形成。またその
歴史的変遷と近年のパラダイム転換による
概念の変容とその背景について調査を実施。 
（２）トランスナショナル・エデュケーショ
ンについての関係者の評価 
 各国・地域の教育政策担当者、大学関係者、
教員、学生（受講生・一般学生）、保護者、
民間セクターなどにインタビューを行い、そ
の評価、反応、対応、批判、展望、課題など
意識・見解を求めた。 
（３）トランスナショナル・エデュケーショ
ンに関する現地調査 
 各国・地域にいてトランスナショナル・プ
ログラムを海外に提供、あるいは海外から受
け入れている教育機関を訪問し、その法規、
環境、教育施設、教員・学生、保護者、管理・
運営の実態について観察・資料収集した。 
（４）情報の集約と考察 
全体打合せ会議や個別会議などにより、集め
た情報を集約し、理論化や概念枠組の構築を
試みた。 
 
４．研究成果 
 本研究により、高等教育における世界的傾
向としてのトランスナショナル・エデュケー
ション(教育の成果を認定する機関が所在す
る国とは異なる国で学習者が受ける高等教育
)の最新の動向が各国において明らかになっ
た。イギリスでは2008年には調査された135
機関のうち65.2％が同プログラムを提供して
おり、そのうちの43.6％がアジアで、28.3％
がヨーロッパで実施されていた。一方アメリ
カは外国分校方式に力を入れており、2009年
に世界中に設立されていた外国大学の分校は
162校のうち78校(48％)はアメリカの大学の
分校であった。 
 またこれらプログラムの展開形態について
も情報が寄せられた。すなわち、国境を越え
るプログラムの形態としては、フランチャイ
ズ方式、トゥイニング形式、ダブル／ジョイ
ント学位、単位互換協力、通信・遠隔教育な
どが多く、教育機関進出では、海外分校型、
学習センター・サテライト型、提携校ネット
ワーク型などに多くが分類された。 
また各国各地域のトップ伝統的において

はこの形態の国際プログラムへの進出はあ
まり積極的ではなく、二番手以降の国際的威
信の高い大学などにおいて盛んであること
が分かった。これらのプログラム成功のマー



 

 

ケティング環境としては、(1)高等教育需要
が高いこと、(2)教育収益率（学位の価値）
が大きいこと、(3)国内の高等教育が未発達
であるか選択肢が不足していること、(4)渡
航先国と自国の教育・生活コストの差が大き
いこと、そして、(5)渡航先国の言語環境（特
に英語）が自国に似ていること、などの要件
が明らかにされた。 
 打ち合わせ会議の開催と専門家による講
演会などを開催して、その情報の集約と行う
とともに、現象の理論化、概念枠組みの構築
を行った。2010年6月の日本比較教育学会（神
戸大学）での課題研究Ⅱを本科研のメンバー
によって企画・実施した。また同学会の機関
誌である『比較教育学研究』第 43 号におい
て、特集「国境を越える高等教育プログラム」
の 6編の特集論文を科研の参加メンバーによ
って執筆した。本年度において最終成果報告
書『トランスナショナル・エデュケーション
に関する総合的国際研究』（全 228 頁）を刊
行した。 
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